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平成 30 年度健全化判断比率等審査意見書の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び第 22 条第 1 項の規定により審査

に付された平成 30 年度健全化判断比率及び資金不足比率並びに附属書類を審査した結果、次の

とおり意見を提出する。 
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第１．審査の対象 

 

・平成 30 年度 健全化判断比率 

⑴実質赤字比率、⑵連結実質赤字比率、⑶実質公債費比率、⑷将来負担比率 

・平成 30 年度 資金不足比率 

 

それぞれの比率の審査の対象となる本市の会計区分を図式化すると、以下のとおりとなる。 

健

全

化

法

区

分

大阪府都市競艇企業団

淀川左岸水防事務組合

北河内4市リサイクル施設組合

大阪広域水道企業団

大阪府後期高齢者医療広域連合

後期高齢者医療特別会計

自動車駐車場特別会計

地 方 公 社
・第3セクター

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

土地取得特別会計

枚方寝屋川消防組合

公
営
企
業
会
計

※公営企業
　会計ごとに

　算定

一部事務組合
・ 広域連合等

枚方京田辺環境施設組合

枚方市土地開発公社

法 適 用

（注2）地方公共団体の財政の健全化に関する法律においては、地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を法適用企業、地方財政
　　　 法第6条の規定により、特別会計を設けて事業の経理を行っている公営企業であって法適用企業以外のものを法非適用企業と定義されて

       いる。

（注1） 「地方公社・第3セクター」については、損失補償や借入金保証をしている団体のみが対象。

本　市　会　計　区　分

一
般
会
計
等

　一　　般　　会　　計

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

公
　
営
　
事
　
業
　
会
　
計

国民健康保険特別会計

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

介護保険特別会計

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率
実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足

比
率※
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第２．審査の方法 

 

審査は、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法令に従い適正に作成されているか、

計数が正確であるかを関係書類等を照合審査するとともに関係職員から説明を聴取するなど、

一般に公正妥当と認められる審査手続により実施した。 

 

 

第３．審査の期間 

 

令和元年（2019 年）7 月 22 日から令和元年（2019 年）9 月 9 日まで 

（水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計に係る資金不足比率審査については、令和

元年（2019 年）6 月 21 日から令和元年（2019 年）9 月 9 日まで） 

 

 

第４．審査の結果及び状況 

 

１．審査の結果  

 

審査に付された、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類はいずれも関係法令等に従い適正に作成されており、算定対象となる会計等はす

べて網羅され、計数も正確であると認める。 

 

２．健全化判断比率の状況 

 

健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率の 4 つの財政指標の総称である。 

地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該

健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければならない。 

また、健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた 3 つの指標のいずれかが財政再生基
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準以上である場合には、公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を定めなければなら

ない。 

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとともに、他

団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つものである。 

 

本市の平成 30 年度の健全化判断比率の状況は、次表のとおりである。 

                         

（単位：％）

区    　分 平成30年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － 11.25 20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 16.25 30.00

実 質 公 債 費 比 率 △ 0.5 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 － 350.0
 

     

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質収支額及び連結実質収支額が赤字で

はないため、「－」で表示している。また、将来負担比率についても、算定値が負の値とな

るため、「－」で表示している。 

実質公債費比率は△0.5％で、早期健全化基準（25.0％）、財政再生基準（35.0％）を下

回っている。 

その結果、本市の比率はいずれも国の示す基準からみて、健全な財政の範囲にある。 

 

 

⑴ 実質赤字比率 

 

実質赤字比率は当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模

に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化

の度合いを示す指標である。 

 

（対象会計） 一般会計等（一般会計、土地取得特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付金

特別会計） 
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実質赤字比率等の推移は、次表のとおりである。 

（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 増 減

1,565,525 1,673,704 △ 108,179

0 0 0

14,772 63,488 △ 48,716

1,580,297 1,737,192 △ 156,895

78,336,693 78,172,003 164,690

比 率 － － －

算 定 値 △ 2.01 △ 2.22 0.21

(注) 一般会計実質収支額は、延滞金及び還付加算金を除いたものであり、歳入歳出決算書の金額とは異なる。

　早期健全化基準 11.25

　財政再生基準 20.00

(注) ①一般会計、②土地取得特別会計、③母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の数値は「実質収支額」を示す。

(注) 実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率」の算定値は、負の値で示される。

　標準財政規模　  Ｂ

区     　分　

 ①　一 般 会 計

 ②　土地取得特別会計

合 　 計　Ａ(①＋②＋③)

 ③　母子父子寡婦福祉資金貸付金
　　　特別会計

実質赤字比率
(Ａ/Ｂ)×100

 

     

平成 30 年度の実質収支額は 15 億 8,029 万 7 千円の黒字であり、実質赤字比率（算定値）

は負の値である。その結果、平成 30 年度の実質赤字比率は早期健全化基準を下回っている。

また、算定値が負の値となるため比率としては「－」で表示している。 

なお、実質赤字比率（算定値）は△2.01％で、前年度（△2.22％）に比べ 0.21 ポイント

上昇している。 

 

標準財政規模1の推移は、次表のとおりである。 

 

                                                   
1 標準財政規模は、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、 

標準税収入額等に普通交付税額及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額であり、健全化判断比率（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の算定に使用される。 
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（単位：千円）

平成30年度 平成29年度 増 減 額

78,336,693 78,172,003 164,690

標 準 税 収 入 額 等 59,146,483 60,209,867 △ 1,063,384

普 通 交 付 税 額 11,933,237 11,167,131 766,106

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額 7,256,973 6,795,005 461,968

区　　分

標 準 財 政 規 模

 

 

平成 30 年度の標準財政規模は 783 億 3,669 万 3 千円で、前年度に比べて、1 億 6,469 万円

（0.2％）の増加となっている。 

これは、標準税収入額等が 10 億 6,338 万 4 千円（△1.8％）減少したものの、普通交付税

額が 7 億 6,610 万 6 千円（6.9％）、臨時財政対策債発行可能額が 4 億 6,196 万 8 千円（6.8％）

増加したためである。 

 

 

⑵ 連結実質赤字比率 

 

連結実質赤字比率は、公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤

字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率であり、すべての会計の赤字や黒字を合算

し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標

である。 

 

（対象会計） 一般会計等に公営事業会計（各特別会計「財産区特別会計を除く」、法適

用企業「水道事業会計、病院事業会計及び下水道事業会計」）を加えたもの。 

 

連結実質赤字比率等の推移は、次表のとおりである。 
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（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 増  減

1,565,525 1,673,704 △ 108,179

0 0 0

14,772 63,488 △ 48,716

727,974 552,712 175,262

479,177 554,369 △ 75,192

298,490 275,166 23,324

△ 228,637 △ 294,592 65,955

6,112,768 4,727,373 1,385,395

1,344,441 1,087,208 257,233

170,247 823,335 △ 653,088

10,484,757 9,462,763 1,021,994

78,336,693 78,172,003 164,690

比 率 － － －

算定値 △ 13.38 △ 12.10 △ 1.28

公
営
事
業
会
計

             標準財政規模　　Ｂ

⑤ 介護保険特別会計

区　　　　　分　

一
般

会
計
等

  ①　一　　般　　会　　計

⑥ 後期高齢者医療特別会計

④ 国民健康保険特別会計

一般会計等
以外の

特別会計

⑧ 水道事業会計
公
営
企
業
会
計

法適用
企業

⑨ 病院事業会計

③ 母子父子寡婦福祉資金
　　貸付金特別会計

⑦ 自動車駐車場特別会計

⑩ 下水道事業会計

             合        計　  Ａ（①～⑩の合計）

特
別
会
計

一般会計等に

属する特別会計

② 土地取得特別会計

(注) 

(注) 

(注) 

①一般会計～⑦自動車駐車場特別会計については「実質収支額」を、⑧水道事業会計～⑩下水道事業会計につい
ては「資金不足額・剰余額」を示す。

連結実質収支が黒字である場合、「連結実質赤字比率」の算定値は負の値で示される。

早期健全化基準

連結実質赤字比率
  (Ａ/Ｂ)×100

16.25

実質収支額は、一般会計では延滞金及び還付加算金を、各特別会計では還付未済額をそれぞれ除いているため、
歳入歳出決算書の金額とは異なる。

財政再生基準 30.00

 

 

平成 30 年度の連結実質収支額は 104 億 8,475 万 7 千円の黒字であるため、連結実質赤字

比率（算定値）は負の値である。その結果、平成 30 年度の連結実質赤字比率は早期健全化

基準を下回っている。また、算定値が負の値となるため比率としては「－」で表示している。 

なお、連結実質赤字比率（算定値）は△13.38％で、前年度の△12.10％に比べ 1.28 ポイ

ント低下している。 
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⑶ 実質公債費比率 

 

実質公債費比率は、当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還

金の標準財政規模を基本とした額2に対する比率であり、借入金（地方債）の返済額及びこれ

に準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標である。 

また、実質公債費比率は、健全化判断比率のひとつであると同時に、地方債の協議に係る

財政指標でもある。この実質公債費比率について、（審査を行う年度を含めた）過去 3 年度

の平均数値が 18％以上になると公債費負担適正化計画の策定を前提に起債が許可、25％以上

で財政健全化計画の策定を前提に起債が許可、35％以上となると財政再生計画策定及び同意

がなければ災害復旧事業等を除く起債が制限されることとなる。 

 

（対象会計） 連結実質赤字比率対象会計に、一部事務組合・広域連合等（枚方寝屋川消

防組合、大阪府都市競艇企業団、淀川左岸水防事務組合、北河内 4 市リサイクル施設

組合、大阪広域水道企業団、大阪府後期高齢者医療広域連合、枚方京田辺環境施設組

合）を加えたもの。 

 

実質公債費比率の推移は、次表のとおりである。 

（単位：％）

△ 0.2

実 質 公 債費 比率
（ 単 年 度 ）

△ 0.43293 △ 0.92170 △ 0.44519 0.30156 0.48877

早期健全化基準

財政再生基準

△ 0.5

△ 0.3

前年度比較

(平成30年度-

平成29年度)

実質公債費比率
(3か年平均)

25.0

35.0

区　　分 平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度

 

 

実質公債費比率は、審査の対象年度を含めた 3 か年平均の数値であり、平成 30 年度の実

質公債費比率は△0.5％で、早期健全化基準を下回っている。また、前年度（△0.3％）に比

                                                   
2 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来負担比率において同じ。）。 
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べ 0.2 ポイント低下している。 

本年度数値が低下しているのは、入れ替わりとなる平成 30・27 年度比率比較において、

平成 27 年度は 0.30156％、平成 30 年度は△0.43293％で、その差である 0.73449 ポイント低

下していることによるものである。 

また、単年度で比較すると、平成 30年度は△0.43293％となっており、前年度に比べ 0.48877

ポイント上昇している。 

 

 

⑷ 将来負担比率 

 

将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地

方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に

対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能

性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指

標である。 

 

（対象会計） 実質公債費比率対象会計に、地方公社・第 3 セクター（枚方市土地開発公

社3）を加えたもの。 

 

将来負担比率等の推移は、次表のとおりである。 

 

 

 

                                                   
3 対象となる地方公社・第 3セクターは、損失補償・債務保証を行っている団体のみとされており、本市においては、

枚方市土地開発公社が対象団体となっている。 
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平成30年度 平成29年度 増  減

Ａ 158,654,206 158,788,629 △ 134,423

Ｂ 177,050,378 171,836,520 5,213,858

Ｃ 78,336,693 78,172,003 164,690

Ｄ 10,212,322 10,231,226 △ 18,904

比　率 － －

算定値 △ 27.0 △ 19.2 △ 7.8

　　元利償還金・準元利償還金に係る
　　基準財政需要額算入額

将来負担比率
{（Ａ－Ｂ）/（Ｃ－Ｄ）}×100

早期健全化基準 350.0

（単位：千円、％）

区　　　分

　　将来負担額

　　充当可能財源等（基金・特定収入等）

　　標準財政規模

 

 

平成 30 年度の将来負担比率（算定値）は負の値である。その結果、平成 30 年度の将来負

担比率は早期健全化基準を下回っている。また、算定値が負の値となるため比率としては

「－」で表示している。 

なお、将来負担比率（算定値）△27.0％は、前年度と比較すると、7.8 ポイント低下して

いる。これは主に、将来負担額が前年度に比べて 1 億 3,442 万 3 千円（△0.1％）減少し、

将来負担額から控除することができる充当可能財源等が、前年度に比べて 52 億 1,385 万 8

千円（3.0％）増加したことによるものである。 

 

将来負担額の内訳は、次表のとおりである。 

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

158,654,206 158,788,629 △ 134,423 △0.1

地方債の現在高 104,182,347 101,727,792 2,454,555 2.4

債務負担行為に基づく支出予定額 4,674,465 4,999,686 △ 325,221 △6.5

公営企業債等繰入見込額 30,858,875 33,340,433 △ 2,481,558 △7.4

組合負担等見込額 2,340,514 2,665,308 △ 324,794 △12.2

退職手当負担見込額 15,453,391 14,852,696 600,695 4.0

設立法人の負債額等負担見込額 1,144,614 1,202,714 △ 58,100 △4.8

　将来負担額

（単位：千円、％）
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充当可能財源等（基金・特定歳入等）の内訳は、次表のとおりである。 

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

31,104,124 30,342,062 762,062 2.5

財政調整基金 10,018,899 9,504,298 514,601 5.4

減債基金 4,707,218 4,704,325 2,893 0.1

職員退職手当基金 969,003 969,003 0 0.0

福祉基金 293,054 291,919 1,135 0.4

地域福祉推進基金 284,743 330,821 △ 46,078 △13.9

お達者基金 92,306 100,580 △ 8,274 △8.2

介護給付費準備基金 3,137,759 3,166,525 △ 28,766 △0.9

大気質等測定局管理基金 219,308 226,468 △ 7,160 △3.2

東部地域里山保全基金 20,339 17,199 3,140 18.3

こども夢基金 414,835 414,835 0 0.0

安心安全基金 119,925 155,782 △ 35,857 △23.0

新庁舎及び総合文化施設整備事業基金 5,924,536 5,613,790 310,746 5.5

NPO活動応援基金 3,839 5,160 △ 1,321 △25.6

地域経済活性化基金 31,270 33,079 △ 1,809 △5.5

施設保全整備基金 4,321,039 4,320,481 558 0.0

災害復興支援基金 15,409 15,409 0 0.0

スマートライフ推進基金 79,895 52,077 27,818 53.4

花と緑のまちづくり基金 181,943 182,565 △ 622 △0.3

植村猛アート基金 96,682 97,446 △ 764 △0.8

子どもに本を届ける基金 10,717 11,750 △ 1,033 △8.8

くらしの資金貸付基金 25,019 23,474 1,545 6.6

土地開発基金 0 0 0 0.0

動物愛護基金 6,549 5,070 1,479 29.2

大東清四美術品管理基金 99,837 100,006 △ 169 △0.2

文化財保存活用基金 30,000 － 30,000 皆増

27,375,649 29,815,433 △ 2,439,784 △8.2

118,570,605 111,679,025 6,891,580 6.2

177,050,378 171,836,520 5,213,858 3.0

区　　　分

1．充当可能基金額

（単位：千円、％）

（注） 充当可能基金額は、出納整理期間内に行った繰入れ及び繰出しを含む。

2．特定財源見込額（都市計画税含む）

合計

3．地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
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３．資金不足比率の状況 

 

資金不足比率は、当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比

率であり、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標である。 

資金不足額とは、一般会計等の実質赤字に相当するものとして公営企業会計ごとに算定した

額のことをいい、連結実質赤字比率に算入する資金不足額と同額である。 

資金不足比率が経営健全化基準（早期健全化基準に相当する基準）以上となった場合には、

企業ごとに当該資金不足比率を公表した年度の末日までに、「経営健全化計画」を策定し、経

営の健全化を図らなければならないことになる。 

 

（対象会計） 水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計 

 

各会計の資金不足比率の推移は、次表のとおりである。 

（法適用企業） （単位：％）

平成30年度 平成29年度 増  減

比 率 － － －

算 定 値 △ 104.9 △ 80.6 △ 24.3

比 率 － － －

算 定 値 △ 16.3 △ 13.8 △ 2.5

比 率 － － －

算 定 値 △ 2.2 △ 10.8 8.6

経営健全化基準

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

（注） 資金剰余額が生じている場合、「資金不足比率」の算定値は、負の値で示される。

区    　分

20.0

病 院 事 業 会 計

 

 

平成 30 年度の資金不足比率（算定値）は、各会計とも資金不足額が発生していないため、

負の値である。その結果、平成 30 年度の資金不足比率は経営健全化基準を下回っている。 

また、算定値が負の値となるため比率としては「－」で表示している。 

本市の公営企業会計は、国の示す基準からみて、いずれも健全な範囲を維持している。 
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第５．意見 

 

平成 30 年度の本市の健全化判断比率、資金不足比率とも、国の示す基準からみて、引き続き

健全な範囲で推移している。 

平成 29 年度の比率の算定値と比較した場合、実質赤字比率は若干悪化しているものの、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率は改善しており、いずれの指標も早期健全化

基準を大きく下回っている。 

しかしながら、健全化指標の算出に影響のある標準財政規模の算出方法は国の制度改革等に

左右されるという要素があることから、他の財政指標（公債費負担比率等）にも十分注意を払

いながら一層の計画的な財政運営を行い、引き続き各比率について適正な水準の維持に努める

よう要望する。 


